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1. 第１回経営審議会の振り返り
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水道の役割

水道事業の沿革

組織の状況

水道施設の状況

水道の財政状況

経営比較分析

水道事業



2.現状と問題の把握・課題
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京田辺市水道ビジョンの施策体系

現状と問題の把
握・課題につい
ては、ビジョン
における4つの
目標別で整理

水道事業

目 標

安全で
信頼されつづける水道

安心

いつでも
送りつづけられる水道

安定

いつまでも
使いつづけられる水道

持続

地球・環境に
やさしい水道

国際環境

未
来
へ
う
け
つ
ぐ
故
郷
の
水

将来像
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安全で信頼され続ける水道（安心）

水道事業

 衛生管理体制 … 水質基準を満足する水道水を供給
 水質検査体制 … 水質検査箇所は現状を維持
 水安全計画の策定（平成27年3月）

計算式：（水質検査採水箇所数／給水区域面積）×100

水質検査箇所密度（箇所/100㎢）
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安全で信頼され続ける水道（安心）

課題

水安全計画に基づく適切な水質管理
の実施

水道事業

（水安全計画策定の目的）

「水安全計画は、水源から給水栓に至る水道シス
テムに存在する危害を抽出・特定し、それを継続
的に監視・制御することにより、安全な水の供給
を確実にするシステム作りを目指す。」
（策定ガイドライン）



0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

1956
(S31)

1961
(S36)

1966
(S41)

1971
(S46)

1976
(S51)

1981
(S56)

1986
(S61)

1991
(H3)

1996
(H8)

2001
(H13)

2006
(H18)

2011
(H23)

2016
(H28)

過
去
の
投
資
額

百
万
円

土木 建築 機械 電気 計装

2.現状と問題の把握・課題

6

構造物・設備の投資額

薪浄水場の建設

※固定資産台帳での帳簿原価を現在価値化した金額

構造物・設備

いつでも送り続けられる水道（安定）

水道事業

 薪浄水場への投資が突出している
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2.現状と問題の把握・課題
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資産の老朽化

法定耐用年数（40年）
を超過している資産は
アセットマネジメント
を行い、更新周期に基
づき長寿命化する。

いつでも送り続けられる水道（安定）

水道事業

 これから法定耐用年数を超過する管路が増加する

60年 40年
管路

法定
耐用年数

更新周期（案） 備考

導水管 40年 40年
送水管 40年 40年

配水管 40年
40年 または

60年
※1
※2

管
路

※1 重要度・管材質等
※2 状況を見て60年からの前倒しもあり 
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資産の老朽化
いつでも送り続けられる水道（安定）
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【施設全体の老朽化度合い】

有形固定資産減価償却率

類似事業体平均

京田辺市

計算式：（有形固定資産減価償却累計額/有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価）×100

水道事業

※類似事業体 … 給水人口5万人以上10万人未満の事業体

 類似事業体平均と同様に老朽化資産が増加



2.現状と問題の把握・課題
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資産の老朽化
いつでも送り続けられる水道（安定）
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【管路の経年化の状況】

管路経年化率

類似事業体平均

京田辺市

計算式：（法定耐用年数を超えている管路延長/管路延長）×100

水道事業

 管路経年化率も増加傾向
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災害への備え（耐震化の状況）
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（％） 浄水施設の耐震化率

全国平均

府平均

京田辺市

いつでも送り続けられる水道（安定）

計算式：（耐震対策の施された浄水施設能力/全浄水施設能力） × 100

水道事業

 薪浄水場の耐震補強工事に伴って増加
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いつでも送り続けられる水道（安定）
災害への備え（耐震化の状況）
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（％） 配水池の耐震化率

全国平均

府平均

京田辺市

計算式：（耐震対策の施された配水池有効容量/配水池等有効容量） × 100

水道事業

 耐震診断により一部配水池の耐震性が確認されたことで増加
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災害への備え（耐震化の状況）
いつでも送り続けられる水道（安定）
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（％） 基幹管路の耐震適合率

全国平均

府平均

京田辺市

計算式：（基幹管路のうち耐震適合性のある管路延長／基幹管路延長）×100

水道事業

 年々増加しているものの、全国的に見て低い水準
 配水管の耐震化を優先していることから基幹管路の耐震化率は低く
なっている
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応急給水体制の強化
いつでも送り続けられる水道（安定）

…緊急遮断弁設置個所

水道事業
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課題

いつでも送り続けられる水道（安定）

 老朽設備や老朽管の更新
（薪浄水場の設備更新・管路の更新）

 施設や管路の耐震化
（耐震化の計画的実施）

水道事業
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いつまでも使い続けられる水道（持続）

アセットマネジメントのイメージ①

「更新需要（今後必要な施設更新費用）」
と「財政収支の見通し（施設更新への投資
可能額）」の比較

水道事業



2.現状と問題の把握・課題
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いつまでも使い続けられる水道（持続）

アセットマネジメントのイメージ②

更新需要の平準化

水道事業



2. 現状分析と課題の抽出
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いつまでも使い続けられる水道（持続）

アセットマネジメントのイメージ③

持続可能な事業運営に向けた
施設整備計画・財政計画等の作成

水道事業



2.現状と課題の抽出
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いつまでも使い続けられる水道（持続）

本市水道におけるアセットマネジメントの取組み

施設や管路の更新需要の見通しを2013

（平成25）年に水道ビジョンで検討

水道管管理報告書のデータベース化と設

備の点検修理等履歴を記録

（マッピングシステム）

水道事業



2.現状と問題の把握・課題
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【経常損益】

経常収支比率

類似事業体平均

京田辺市

いつまでも使い続けられる水道（持続）

財政の状況

計算式：［（営業収益＋営業外収益）/（営業費用＋営業外費用）］×100

水道事業

 常に収入が支出を上回っている
 分担金を原資とする料金調整基金からの取り崩しによって黒字を確保

19
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【料金水準の適切性】

料金回収率

類似事業体平均

京田辺市

いつまでも使い続けられる水道（持続）

財政の状況

計算式：（供給単価/給水原価）×100

水道事業

 供給単価（料金収入）と給水原価（給水費用）の比率は100%を下
回っている
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いつまでも使い続けられる水道（持続）

財政の状況

水道事業

 世帯人員及び、家庭用の一件当たり使用水量は減少傾向
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いつまでも使い続けられる水道（持続）

財政の状況

水道事業

 減価償却費や府営水受水費の占める割合が高い

減価償却費はP44を参照
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いつまでも使い続けられる水道（持続）

財政の状況

水道事業

 十分な自己資金を有している
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いつまでも使い続けられる水道（持続）

財政の状況
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水道事業

 新規の企業債借入が発生していないので、企業債残高は年々減少して
いる

企業債：公営企業が資金を調達するために発行する借入債
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いつまでも使い続けられる水道（持続）

財政の状況

料金調整基金取り崩しルール
（府営水受水費に対して）
①建設負担水量12,500m3/日に対する

未使用水量に応じた額
②年間の受水量に応じた額

収益的収支の補填としての現行の
取り崩しルールでは、建設負担水
量と同量になると残高が残るので、
ルールの見直しが必要

水道事業
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いつまでも使い続けられる水道（持続）

財政の状況

建設基金取り崩しルール
①企業債償還金（借入金の元金返

済額）に応じた額
②拡張事業に応じた額

企業債の残高は減少し、現行の取り崩
しルールでは今後も建設基金の残高は
一定保つので、改良更新にも使えるよ
うにルールの見直しが必要

水道事業
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【収益的収支】
• 府営水の受水単価（増加する場合は財政収支に影響）
• 更新需要等への投資増加に伴う減価償却費の増加

【資本的収支】
• 大規模土地利用計画への投資
• 更新需要増加への対応
（投資額の増加）

いつまでも使い続けられる水道（持続）

今後の財政収支に影響を与える要因

• 財源の確保
• 人員の確保

水道事業
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いつまでも使い続けられる水道（持続）

今後の財政収支に影響を与える要因

水道事業

事業名等 所在地 対応

関西文化学術研究都市南田辺西地区 三山木地内 整備計画

関西文化学術研究都市南田辺東地区 三山木地内 整備計画

（仮称）大住土地区画整理事業 大住門田他 整備計画

（仮称）田辺北土地区画整理事業 田辺石塚他 整備計画

枚方京田辺ごみ焼却施設 田辺ボケ谷他 整備済み

給食センター （検討中） 整備済み

防災広場 田辺ボケ谷他 整備済み

田辺公園拡張 興戸小モ詰他 整備済み

※整備計画とは、経営戦略期間内に施設整備の対象とし投資試算に含める事業
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いつまでも使い続けられる水道（持続）

組織体系の状況

水道事業

 職員数は横ばい
 技術職員が減少しており、確保が必要

※嘱託職員・臨時職員を除く
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いつまでも使い続けられる水道（持続）
新たな広域化

水道事業

施設の共同化

（浄水場、水質試験センター・緊急時連絡
管等）

■ 複数の水道事業等による事業統合（水平統合）

■ 同一の経営主体が複数の水道事業等を経営

■ 中核事業による管理の一体化

■ 管理組織への業務の共同委託

■ 水道用水供給事業による受水団体の管理の一体化

■ 共用施設の保有

■ 緊急時連絡管

■ 災害時等の応援協定

イメージ（概
念）を広げた
水道広域化

■ 水道用水供給事業と水道事業の統合（垂直統合）事業統合

経営の一体化

管理の一体化

従来までの
水道広域化の

イメージ

 国の「水道ビジョン」（2004（平成16）年策定）では、従来までの広域化
の概念から発展させた”新たな広域化”を提唱
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いつまでも使い続けられる水道（持続）

広域連携について

 
出典：京都水道グランドデザイン概要版（平成 30 年 11 月）、京都府環境部 

水道事業
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経営の持続に向けて
いつまでも使い続けられる水道（持続）

水道事業

投 資 財 源

人 材

効率的な資産管理

料金体系等の見直し

技術者の確保

• 管路の更新・耐震化の前倒し
• 構造物・設備の点検強化
• 施設の統廃合、

ダウンサイジング
など

（料金改定の基本方針）
• 補助金等の活用
• 企業債の活用
• 基金運用ルールの見直し
• 料金体系の見直し（改定）

• 組織機構の見直し
• 再任用制度の活用
• 広域連携の活用
• 官民連携の活用

など

財源の確保

（アセットマネジメント）

柔軟な組織機構への改革

3つのバランスが重要



効率的な資産管理
（必要な投資額の把握と投資額の平準化）

財源の確保（補助金活用、企業債の活用、基金運用ルー

ルの見直し）

料金体系等の見直し
（料金改定への影響を極力抑えたうえで実施）

技術者の確保（必要な投資を実現するために不足する人

材の確保⇒広域連携、官民連携の活用）

柔軟な組織機構への改革
事業の見える化（利用者への広報）

2.現状と問題の把握・課題

33

課題

いつまでも使い続けられる水道（持続）

水道事業



2.現状と問題の把握・課題
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地球環境にやさしい水道（環境・国際）

環境対策の取組み状況

国際貢献の取組み状況

0.85
0.84

0.83 0.84

0.81

0.79
0.78

0.80

0.837

0.811

0.74

0.76

0.78

0.80

0.82

0.84

0.86

2010
(H22)

2011
(H23)

2012
(H24)

2013
(H25)

2014
(H26)

2015
(H27)

2016
(H28)

2017
(H29)

2027
(H39)

(kWh/m3) 配水量1m3当たりの電力消費量

実績値

ビジョン目標値

計算式：全施設の電力使用量 / 年間配水量

水道事業

 海外からの研修員受け入れなど人的貢献の実績はない

 間接的な国際貢献策として、生活ガイドブック（外国語版）において水道利
用の情報を提供している



2.現状と問題の把握・課題
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課題

地球・環境にやさしい水道（環境・国際）

再生可能エネルギーの導入検討
（発電設備の技術動向等を調査し、導入可能性について
検討）

省エネルギー対策の推進
（高効率機器等の採用など）

政府による「持続可能な開発目標（SDG
ｓ）」を念頭に置いた国際貢献策の模索

水道事業



3.人口の見通し

36

水道事業

コーホート要因法

 ある基準年次の男女5歳ごとの年齢別人口を出発点とし、これに想定した①女子の年齢別
出生率、②男女年齢別生存率（生残率）及び③男女年齢別人口移動率を適用して5歳ごと
の年齢別人口の一群について、5年後、10年後の変化を明らかにする方法。

①

②

③
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行政区域内人口の実績と予測

住民基本台帳人口（人）

推計人口（国勢調査ベース）（人）

（人）

実績 推計値

3.人口の見通し

37

水道事業

 行政区域内人口は2030（H42）年まで増加する見通し
 経営戦略期間中は人口が増加する見通し

※ 補正値は”H29の住民基本台帳人口”を”H29推計人口”で除して算出した。

住民基本台帳人口はコーホート要因法で予測
した「京田辺市将来人口推計調査報告書」
（2018（平成30年3月））に補正値※を乗じて住
民基本人口ベースの値を算出した。

経営戦略期間



4.給水量の見通し
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水道事業

時系列傾向分析

 水道施設設計指針2012に示された5種類の時系列予測式を用い、実績値と予測式で算
出した推定値の相関を求め、相関の度合いをもとに採用式を決定する方法。

 

第
1
式

第
2
式

第
3
式

修正指数曲線式
（0＜B＜1）
A,B：定数
K：飽和値

逆修正指数曲線式
（0＜B＜1）
A,B：定数
K：下限値

第
4
式

べき曲線式
基準年をX＝0
減少傾向は計算できない
ため、右の方法で算出
A,B,C：定数

修正べき曲線式
基準年をX=1
A,C：定数

第
5
式

ロジスティック曲線式
A,B：定数
K：飽和値

逆ロジスティック曲線式
A,B：定数
C：上限値
K：下限値

飽和値（上限値）及び下限値は、残差合計法や三群法（水道施設設計指針2012を参照）を用いて算出する。
同法で算出不可能の場合は、飽和値を実績最大値の2倍、下限値を実績最小値の1/2と設定する。

増加傾向 減少傾向

年平均増減数式
A,B：定数

年平均増減率式
B,R：定数
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A
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有収水量の実績及び予測

開発水量

工場用

業務・営業用水

生活用水

生活用原単位

（㎥/日）

実績 推計値

（L/人/日）

4.給水量の見通し
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水道事業

 生活用水は生活用原単位（給水人口一人当たり生活用有収水量）に給水人
口をかけて算出

 業務・営業用水と工場用水は時系列傾向分析で予測
 新規開発事業による開発水量を加味

生活原単位
(H29)

243L/人/日

有収水量
（H29）

20,755㎥/日

有収水量
ピーク（H40）
23,687㎥/日

生活原単位
(H80)

212L/人/日

有収水量
（H80）

21,396㎥/日

経営戦略期間
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4.給水量の見通し
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水道事業

 一日最大給水量は2028（H40） でピーク（28,732㎥/日）を迎え、その後は減
少する見通し

ピーク（H40推計値）
28,732㎥/日

H29実績
24,414㎥/日

H80推計値
25,952㎥/日

H29実績
21,572㎥/日

H29実績
20,755㎥/日

ピーク（H40推計値）
23,687㎥/日

ピーク（H40推計値）
24,623㎥/日 H80推計値

22,241㎥/日

H80推計値
21,396㎥/日



4.給水量の見通し
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水道事業

 府営水は2029（H41）年度で上限の12,500 ㎥/日に達し、その後一定
 自己水のピークは2028（H40）年度で16,435㎥/日となり、その後は減少
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自己水・府営水予測結果

自己水

府水

府営水比率

（㎥/日） 府営水比率



4.給水量の見通し
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水道事業

将来の水需要に対しては、本市の2元水源の特徴
を生かし、府営水と自己水をバランスよく利用し
ながら安定給水していく必要がある

本市の自己水源である井戸は、継続して使用して
いると揚水量が減少するため、今後も定期的に改
修や堀替え等を実施し、適正な揚水量確保に努め
る必要がある

自己水源の安定的な確保が重要



5.投資・財政の見通し

44

水道事業

水道事業会計でのお金の流れ

・水道事業会計は、収益的収支
と資本的収支という2つの会計
で計算する。

・収益的収支は、1年間の経常的
な営業活動に伴って発生する
収入と支出を整理したもの。

・資本的収支は、長期的な事業
活動に必要な支出（建設改良
費用等）と収入（その財源）
を整理したもの。

・収益的収支で生まれた利益や
減価償却費は内部留保資金と
して貯えられ、資本的収支の
不足額に充当される。

費用収益
（収益的収支）

支出収入

（資本的収支）

※減価償却費とは、取得した固定資産を使用することによって生じる経済的価値の
減少を費用として換算するものです。
費用の項目に計上しますが、実際の支払行為は発生せず、内部留保資金として蓄
えられ、老朽化した資産の更新費用等に使用します。
また、長期前受金戻入は減価償却費のうち、自己資金以外で取得した資産に対応
するもので、内部留保資金からは差し引きます。

費用収益

建設改良
費用等

借入金の
元金返済

（償還元金）

支出収入

自己資金
（過年度分損益
勘定内部留保

資金）

資本的収支の
不足額に充当

企業債等
借入金の
利息返済

（支払利息）

維持管理
費用

（主に
水道料金収入）

営業収益

営業外収益
減価償却費

（※）

分担金
国庫補助金

企業債
一般会計繰入金

減価償却費
－長期前受金戻入

利益 自己資金以外
長期前受金
戻入（※）



5.投資・財政の見通し
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水道事業

・下記の条件で経営戦略用の投資試算と財政試算を行う

【計算条件】

・水需要は「4.給水量の見通し」で示すとおり。
・主な投資は南田辺西・東地区の開発事業、施設耐震化事業、

老朽化施設更新事業など
・人件費単価と職員数は一定
・物件費は物価上昇を見込まない
・新規企業債（借入金）の利率は1.0％、償還期間は30年
（据置期間なし）
・国庫補助金や他会計補助金は見込まない
・受水費単価は、建設負担料金単価66円/m3、

使用料金単価20円/m3で一定



5.投資・財政の見通し
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水道事業

 収益的収支は一時的に費用の増加により赤字となる
 収入は料金収入が微増
 支出は減価償却費や支払利息が増加
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5.投資・財政の見通し
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水道事業

 支出は減価償却費と支払利息が増加
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5.投資・財政の見通し
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水道事業

 資本的収支は常に不足しており、補填財源で補填している
 収入は施設更新のため、企業債を借入れするので増加
 新たな開発の減少により、分担金、基金収入は減少傾向
 支出は施設更新による事業費の増加と企業債償還金の増加
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水道事業

 事業費の一部に企業債の借入
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水道事業

 南田辺西・東地区の開発に伴い一時的に基金残高が増加
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水道事業

 施設の更新費用の増加により資金が減少し、緊急を要する時の内部留保資金
の２０億円を下回る

 公共下水道事業への貸付金により一時的に資金の減少
 更新費用の一部を企業債で借入している
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水道事業

課題

次回以降の審議会では上記の課題を踏まえた
投資試算と財政試算を行う。

水源計画の見直し（適正揚水量の確保、府営水の活用など）

老朽設備や老朽化の更新（薪浄水場の設備更新・管路の更新）

施設や管路の耐震化（耐震化の計画的実施など）

効率的な資産管理（必要な投資額の把握と投資額の平準化）

財源の確保（補助金の活用、企業債の活用、基金運用ルールの見直

し）

料金体系の見直し（料金改定への影響を極力抑えたうえで実施）

技術者の確保（広域連携の活用、官民連携の活用）

柔軟な組織機構への改革（上下水道部としての一体的な運用）


